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粘土の二次圧密やクリープ，ひずみ速度依存性といった時間依存性挙動を表現するため，これまで数多

くの弾・粘塑性構成モデルが提案されている．しかしながら，塑性や粘性による非可逆変形を単一の物理

量として評価する粘塑性論を基本とした弾・粘塑性構成モデルでは，関連流動則の適用を正当化すること

ができず，時間経過に伴う先行効果（擬似的な過圧密挙動）も定量的に評価することができないという問

題が指摘されている．そこで本研究では，飯塚・太田が提案する“塑性論的粘塑性論”を基に，時間経過

に伴う先行効果を評価することが可能な拡張型の弾・粘塑性構成モデルを提案し，各種室内試験の要素シ

ミュレーションを実施することで，提案する構成モデルの有効性および適用性について検討を行った． 

 

Key Words : secondary consolidation, Pc-effect, elasto-viscoplastic model, subloading surface model 

 

1. はじめに 

 

粘土は，二次圧密やクリープ，ひずみ速度依存性

といった時間依存性挙動を顕著に示す材料であり，

このような粘土の挙動を表現するため，これまで数

多くの時間依存性構成モデル 1), 2) が提案されている．

これらの構成モデルの多くは，塑性や粘性による非

可逆変形を統一して評価する弾・粘塑性構成モデル

であり，主に超過応力型モデル 3) や流動曲面型モデ

ル 4) に代表される．本研究で取り上げる Sekiguchi 

and Ohta5) による弾・粘塑性構成モデルも，時間経過

に伴い降伏曲面が変化する流動曲面型モデルであり，

クリープや応力緩和，ひずみ速度依存性といった時

間依存性挙動の他に，ダイレイタンシー特性や強度

異方性等も統一的に表現できるため，現在でも地盤

の変形解析において広く用いられている 6)．しかし

ながら，この弾・粘塑性構成モデでは，速度変数に

よる負荷基準なしに，塑性や粘性による非可逆変形

を単一の物理量として扱う粘塑性論を基本としてい

るため，「降伏面上に応力があることを前提とする塑

性論からの飛躍があり，関連流動則の適用を正当化

することができない」という問題 7)，8) が指摘されて

いる．また，この弾・粘塑性構成モデル 5) では，過

圧密領域における時間依存性挙動を表現できないた

め，構成モデルの拡張 9)，10) も必要となる． 

このような問題に対して飯塚・太田 11) は，既往の

弾・粘塑性構成モデルに含まれる時間経過に伴う粘

性効果を硬化パラメータとすることで，既往の流動

曲面型の弾・粘塑性構成モデルに対して塑性論を適

用する手法を提案している．また，Hashiguchi and 

Okayasu8) は，時間と共に常に進行する粘性変形が，

負荷基準を必要とする塑性変形とは本質的に異なる

として，これらを独立な項として定式化する弾・粘・

塑性構成モデル（重合せ型モデル）を提案している．

これらの手法は，時間依存性構成モデルを従来の粘

塑性論ではなく塑性論の枠組みで表現するため，関

連流動則の適用を正当化することが可能であり，

Bjerrum12) による二次圧密に伴う先行効果（時間経過

に伴う擬似的な過圧密挙動）を，塑性論の立場から

定量的に捉えることも可能であると考えられる． 
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そこで本研究では，弾・粘塑性構成モデルに塑性

論を適用する飯塚・太田 11) の手法を基に，従来の

Sekiguchi and Ohta による弾・粘塑性構成モデルを拡

張し， Hashiguchi13) による下負荷面モデルを適用す

ることで，過圧密領域から正規圧密状態までの時間

依存性挙動を連続的に表現できる構成モデルを提案

する．また，先行効果（擬似過圧密効果）を考慮し

た負荷判定法を提案し，簡単な要素シミュレーショ

ンを実施することにより，提案する拡張方法の有効

性および適用性について検討を行った． 

 

 

2. 弾・粘塑性構成モデルの拡張 

 

(1) 従来の弾・粘塑性構成モデルの誘導方法 

まず，Sekiguchi and Ohtaによる弾・粘塑性構成モ

デルの拡張方法を示す前に，この弾・粘塑性構成モ

デルの誘導方法について簡単に説明する． 

二次圧密による体積変化が，図-1に示すように経

過時間の対数と線形関係にあるとする．この場合，

一次圧密終了時間を 0t として二次圧密による粘性体

積ひずみ v

v を求めると，  

0

ln
t

tv

v    （但し， 0tt  ）  (1) 

となる． は二次圧密係数である．この式(1)を弾・

粘塑性構成モデルに適用する場合，初期時刻 0t に

おいても成り立つような連続関数として拡張する必

要がある．そこで，まず式(1)を微分することで，粘

性体積ひずみ速度 v

v を， 

t
v

v

            (2) 

と求める．また，一次圧密終了時の粘性体積ひずみ

速度を初期体積ひずみ速度 0v と定義し， 

0

0 t
v


            (3) 

と置くと，式(1)に示す粘性体積ひずみ v

v は， 

0

ln
v

v

vv

v 


           (4) 

と表される．一方，土の体積ひずみ v が，弾性体積

ひずみ e

v と塑性体積ひずみ p

v ，粘性体積ひずみ v

v
の線形和であると仮定して， 

v

v

p

v

e

vv              (5) 

とする．なお，塑性体積ひずみ p

v は，有効応力テン

ソル 'σ に関するスカラー関数 f で表されるものと

し，以下に示す関口・太田による弾・塑性構成モデ

ルの降伏関数を適用する． 

*

0 '

'
ln  D

p

p
Dfp

v           (6) 

 は限界応力比， D は柴田14) によるダイレイタン

シー係数， 'p は平均有効応力， * は一般化された応

力比である．式(4)および式(6)を，式(5)に代入し整理

すると， 















 





f
v

e

vvv

v expexp 0
          (7) 

という常微分方程式が得られる．この常微分方程式

を 0t から tt  の範囲で積分することで，粘性体積

ひずみ v

v が初期時刻 0t においても連続的に成り

立つ近似関数が得られる．Sekiguchi15) は，載荷瞬時

（ 0t ）の体積ひずみが弾性体積ひずみ e

v ，弾性体

積ひずみ e

v とスカラー関数 f は時間に依らず一定

（ const., fe

v ， v

vv    ）であると仮定し， 

dt
f

vd
t

v

e

vv

v

e
v






















 

0

0 expexp










      (8) 

という積分を提案している．また，粘塑性体積ひず

み vp

v が体積ひずみ v の非可逆成分， 

e

vv

vp

v               (9) 

であると定義し，式(8)を粘塑性体積ひずみ vp

v につ

いて計算・整理すると，Sekiguchi and Ohtaによる弾・

粘塑性構成モデルが次のように得られる． 

0exp1ln 0 















 vp

v

ftv
F 





   (10) 

この式(10)に示す Sekiguchi and Ohta による弾・粘

塑性構成モデルは，時間経過に伴い関数 F の形状が

変化（流動）する流動曲面型モデルである．この場

合，流動曲面 F の内側に位置する応力状態を表すこ

とができないため，Hill による最大塑性仕事の原理

と適合せず，関連流動則の適用を正当化できないこ

elapsed time , ln(t) 

vo
lu

m
et

ri
c 

st
ra

in
 ,ε

v secondary 
consolidation

v

v 
1

t0t

primary 
consolidation 

Terzaghi’s theory 

図-1 二次圧密による体積変化の模式図 
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とが指摘されている．このため，初期応力が流動曲

面 F の内側にある場合には負荷・除荷の判定が行え

ず，時間依存性挙動を表現できないといった問題が

生じる 8)．そこで本研究では，次に述べる飯塚・太

田 11) が提案する手法を導入することにより，上記の

ような問題を克服する． 

 

(2) 弾・粘塑性構成モデルの塑性論的解釈 

飯塚・太田11) は，式(10)に示した流動関数 F をス

カラー関数 f について再整理することで，以下のよ

うな降伏関数 f̂ を提案している． 

0exp1lnˆ
0






























 vp

v

vp

v

tv
ff 





 (11) 

この式(11)に示す降伏関数 f̂ を，時間経過に伴う粘

性効果も硬化パラメータ h に含め， 

  0,ˆ  vp
vthff         (12) 

  vp

v

vp

vvp

v tv
th 


 

































 exp1ln,

0


  (13) 

とすれば，時間に依存して降伏曲面が拡大・縮小す

る塑性体として捉えることができる．また，時間 t を

含む粘性項がゼロ（二次圧密係数 0 ）に近づく

と，通常の弾・塑性構成モデルに帰着することもわ

かり，関連流動則の適用を正当化することが可能と

なる．飯塚・太田は，このような弾・粘塑性構成モ

デルの解釈を「塑性論的粘塑性論」と名づけている． 

この塑性論的粘塑性論は，粘塑性論を基にした流

動曲面型モデルを，塑性論の枠組みで表す手法であ

るため，Hashiguchi13) による下負荷面モデルを適用

し，降伏関数内部（過圧密領域）の時間依存性挙動

を表現することが可能であると考えられる．しかし

ながら，実際に式(11)に下負荷面モデルを適用した

場合，顕著な塑性軟化挙動を示す超過圧密粘土のよ

うな材料に対しては，時間依存性挙動を表現できな

いといった問題が生じる．これは，式(11)に示した

弾・粘塑性構成モデルの時間依存項に原因がある． 

 

(3) 弾・粘塑性構成モデルの拡張 

式(11)に示す降伏関数 f̂ において，時間経過に伴

う粘性効果を表す成分は，経過時間 t を含む自然対

数で表された項である．対数内部の関数は数学的に

常に正でなければならないことから，式(11)に示す

弾・粘塑性構成モデルの粘性項には， 

0exp1
0




















 vp

v

tv
       (14) 

という付帯条件が課せられる．ここで，二次圧密係

数 および初期体積ひずみ速度 0v は材料定数であ

るため常に正，また経過時間 t も常に正であること

を考慮すると，式(14)に示す付帯条件は， 

0vp

v              (15) 

となり，粘塑性体積ひずみ vp

v が負になるような場合

には，式(11)に示す弾・粘塑性構成モデルを適用で

きないことがわかる．なお，このような付帯条件が

生じる要因は，式(8)に示した積分条件の設定にある．

式(8)に示す積分では，スカラー関数 f が時間に依ら

ず一定（ const.f ）であると仮定しており，右辺に

示す積分は常に正の値となる．このため，左辺の積

分も常に正の値でなければならず，体積ひずみ v が

弾性体積ひずみ e

v よりも大きい（ e

vv   ），つまり

粘塑性体積ひずみ vp

v が正という式(15)に示した付

帯条件が発生することになる． 

そこで本研究では，式(7)に示す常微分方程式を解

く際の積分条件として，載荷瞬時（ 0t ）の体積ひ

ずみを vp

vv   と置くことで，次のような拡張型の

弾・粘塑性構成モデルを提案する． 

0exp1lnˆ
0






































 vp

v

vp

v

tv
ff 





  (16) 

これにより，粘塑性体積ひずみ vp

v が負になるような

超過圧密粘土に対しても，クリープ現象や応力緩和

現象，ひずみ速度効果といった時間依存性挙動の表

現が可能となる．なお，粘塑性体積ひずみ vp

v がゼロ

の場合，対数で表された粘性項は計算不能な特異点

となるため，応力～ひずみ関係の定式化において処

理が必要となる． 

 

 

3. 過圧密領域における時間依存性挙動の表現 

 

(1) 下負荷面と粘性曲面の導入 

二次圧密やクリープ等の時間依存性効果は，降伏

曲面の内側に応力状態が位置するような過圧密粘土

に対しても発揮される現象である．しかしながら，

古典的な塑性論では，降伏関数内側は弾性域として

評価されるため，塑性論的粘塑性論においても降伏

曲面の内側では粘塑性ひずみが生じない．そこで，

降伏関数内側（過圧密領域）においても粘塑性挙動

を表現するため，拡張型の弾・粘塑性構成モデルに，

Hashiguchi13) による下負荷面モデルを導入する． 

塑性論的粘塑性論では，弾・粘塑性構成モデルを

時間に依存して降伏曲面が拡大・縮小する塑性体と

して取り扱う．そこで，正規降伏曲面（スカラー関
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数） f と相似形の下負荷面を考慮すると同時に，

Asaoka et al.16) の上負荷面モデルに倣い，時間依存性

を考慮した相似形の“粘性曲面（viscous surface）”

を仮定し，式(16)に示した降伏関数 f̂ を次のように

定義する． 

0lnlnˆ  vp

vRDRDff       (17) 

ここで， R は下負荷面の粘性曲面に対する相似比，

R は粘性曲面の正規降伏曲面に対する相似比であ

り，現応力は常に下負荷面上にあるとする．図-2 に

示すように，下負荷面，粘性曲面，正規降伏曲面の

大きさを平均有効主応力 'yp ， 'yp ， '0p を用いて表

すと，相似比 R および R について， 

'

'

y

y

p

p
R   ，

'

'

0p

p
R y          (18) 

という関係が導かれる．なお，粘性曲面の相似比 R

は，式(16)および式(17)より以下の様に定義する． 

mR
1

  ， 

D

m


          (19) 


tv0




， 

















 vp

v
exp1        (20) 

 

(2) 応力～ひずみ関係 

式(17)を，下負荷面および粘性曲面を硬化パラメ

ータ h に含めて， 

  0,,ˆ  vp

vRRhff      (21) 

  vp

v

vp

v RDRDRRh   lnln,,    (22) 

と表すと，適合条件式は， 

0
ˆ
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'

ˆ
ˆ 


























 vp

vvp

v

h
R

R

h
R

R

h

h

ff
f 





σ

σ
 (23) 

と求められる．さらに Hooke の法則， 

 vpeee εεDεDσ   ::'         (24) 

を用いて式(23)を整理すると，適合条件式は， 

  0::
'

ˆ







 








 vp

v

vpe R
R

D
R

R

Df
 εεD

σ
   (25) 

となる．ここで，粘塑性ひずみ速度 vpε に対して次の

関連流動則が成り立つとする． 

'σ
ε





fvp                   (26) 

 は粘塑性乗数である．粘塑性体積ひずみ速度 vp

v は，

この関連流動則より， 

1
σ

:
'




fvp

v                  (27) 

となる．また，下負荷面の相似比発展則 R について

は，粘塑性ひずみ速度 vpε を用いて， 

vp

RUR ε  ， R
D

m
U R ln       (28) 

と定義する．mは下負荷面パラメータである．粘性

曲面の相似比発展則 R については，式(19)および式

(20)より， 







 


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






 

t

R
R             (29) 

となり，式(29)中の各項はそれぞれ， 


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
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D
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  ，  

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1
1

 vp

v

   (33) 

と求められる．これらの式を式(25)に代入し整理す

ると，粘塑性乗数  は次のように表される． 




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   (35) 

応力～ひずみ関係については，式(24)に示した

Hooke の法則に，式(26)に示す関連流動則および式

(34)で求めた粘塑性乗数  を代入することで求める
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図-2 下負荷面・粘性曲面・正規降伏曲面の概念図 
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ことができる．なお，先に述べたように，粘塑性体

積ひずみ vp

v がゼロ（関数がゼロ）の場合，式(35)

が計算不能な特異点となるため，応力～ひずみ関係

が弾性体に帰着するよう，式(35)の代わりに， 

HH '          (36) 

を用い，応力～ひずみ関係を次のように記述する． 
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eee ff
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σ
Dσ
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f

tH
e

r


             (38) 

'rσ は応力緩和項である．ここで，式(38)には経過時

間 t が含まれているため，式(17)および式(20)より， 








 






 vp

vRDf
v

t

ln
exp

1
0
       (39) 

として計算する． 

なお，式(39)には指数関数が含まれるため，粘塑

性体積ひずみ vp

v がゼロとなる粘性項の特異点近傍

では計算が非常に不安定となる．関口は，このよう

な計算の不安定性を回避するため，応力緩和項の計

算にマクローリン展開を適用することを提案してい

る 17) ．そこで，式(39)に示す計算に対してもマクロ

ーリン展開を適用し， 
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v

RDf
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t

t
RDf

v

ln
exp1ln    

ln
exp

0

0





   (40) 

とする．この近似式を用いて応力緩和項を計算する

ことで，粘性項の特異点近傍における計算の不安定

性を回避することが可能となる． 

 

 

4. 先行効果を考慮した負荷判定法 

 

(1) 先行効果が生じる条件 

Bjerrum による先行効果（Pc-Effect）とは，二次圧

密による体積変化を受けた正規圧密粘土が，あたか

も過圧密粘土のような挙動を示す擬似過圧密効果で

ある．このような先行効果（擬似過圧密効果）を定

量的に表現するためには，二次圧密による体積変化

を過圧密比の変化として捉えることが必要である．

ここでは，二次圧密による体積変化が，図-1 に示し

たように Terzaghi の圧密理論に従う一次圧密終了以

降の粘性体積ひずみ v

v の変化であると考え，二次圧

密時の条件を， 

0e

v ， 0p

v ， 0 vp

v

v

v        (41) 

とする．この時，図-2 に示した下負荷面，粘性曲面，

正規降伏曲面の大きさがどのように変化するかを考

えてみる．二次圧密中は現応力状態が変化しないこ

とから，下負荷面の大きさは変化せず一定（ 0R ，

const.'yp ）である．また，式(28)に示す下負荷面

相似比の発展則より，下負荷面相似比 R は 1 となり，

粘性曲面は下負荷面と一致し，粘性曲面の大きさも

一定となる．このため，二次圧密中の粘性体積ひず

み v

v の変化量は，必然的に正規降伏曲面の大きさの

変化量として現れることになり，正規降伏曲面の大

きさ '0p は式(20)より， 

'
1

'0 yp
R

p  ， .const''  yy pp       (42) 

と表される．二次圧密中は，正規降伏曲面に対する

粘性曲面の相似比 R が時間の経過と共に常に減少

するため，図-3に示すように正規降伏曲面は拡大し，

擬似過圧密化が進行することになる． 

このような二次圧密の状態から，新たな負荷（粘

塑性変形）もしくは除荷（弾性変形）を受けた場合

に，先行効果が発揮されると考える．図-4 に示すよ
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図-3 二次圧密による正規降伏曲面の移動 

図-4 負荷・除荷を受けた場合の粘性曲面の移動 
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うに，粘性曲面を正規降伏曲面の位置まで拡大し，

その変化量（粘性曲面の相似比 R ）が下負荷面の相

似比 R に置換されると考えると，式(18)より， 

'

'

y

y

p

p
R  ， '' 0pp y            (43) 

となり，二次圧密による体積変化を過圧密比の変化

に置き換えることが可能となる．なお，このような

先行効果の発揮に伴い，これまで生じた粘性効果は

初期状態にリセットされるため，粘性曲面の相似比

R ，初期の正規降伏曲面の大きさ '0p ，粘塑性体積

ひずみ vp

v を，次のように置く． 

'' 00 pp  ， 0vp

v ， 1R         (44) 

 

(2) 先行効果を考慮した負荷判定フロー 

塑性論的粘塑性論では，式(34)に示した関連流動

則の粘塑性乗数  を用いて，  

除荷

負荷

：

：

0

0







              (45) 

として負荷・除荷の判定が行われる 18), 19)．この場合，

先行効果が生じる二次圧密状態を，他の負荷状態と

区別する必要がある．二次圧密状態は，式(41)に示

した塑性体積ひずみ速度 p

v および弾性体積ひずみ

速度 e

v がゼロという条件となるが，プログラム等へ

導入する際には，計算誤差の影響により式(41)を適

用することが困難である．そこで本研究では，試行

計算を多数実施することで計算誤差を検討し，塑性

体積ひずみ速度 p

v および弾性体積ひずみ速度 e

v が，

粘性体積ひずみ速度 v

v に対して 1%未満になる場合

を二次圧密状態と仮定することで， 

01.0
v

v

e

v






， 01.0

v

v

p

v






        (46) 

として二次圧密状態の判定を行う．なお，塑性体積

ひずみ速度 p

v および弾性体積ひずみ速度 e

v の計算

は，式(9)および式(27)より， 

v

v
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 1
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1
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f
v

e

v             (48) 

であり，粘性体積ひずみ速度 v

v は，式(17)を式(41)

に示した条件下で微分することで， 

R
R

Dv

v




              (49) 

と求められる．以上のような二次圧密状態の判定を

考慮した負荷判定法のフローを，図-5 に示す． 

 

5. 要素シミュレーションによる検証 

 

(1) 有限要素解析プログラムへの適用 

拡張型の弾・粘塑性構成モデルおよび先行効果を

考慮した負荷判定を検証するため，土／水連成有限

要素解析プログラム“DACSAR”20) を用いて，各種

室内試験の要素シミュレーションを実施した． 

なお，式(17)に示す弾・粘塑性構成モデルのスカ

ラー関数 f に，式(6)に示した関口・太田による弾塑

性構成モデルの初期降伏関数を適用した場合，先行

効果が発現する二次圧密状態では応力が微分不能な

特異点 21) 上に位置することになり，計算が不安定と

なる．そこで，スカラー関数 f に大野ら 22) による

Expanded 関口・太田モデル（EC モデル: Exponential 

Contractancy Model）の降伏関数， 

En

En

D

p

p
Df 




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







*

0 '

'
ln


       (50) 

を採用した．ここで En は， 'p 一定排水せん断試験か

ら得られる体積ひずみ v ～応力比（ 'pq ）関係

を指数関数で近似する際のフィッティングパラメー

タであり， 0.1En とすれば降伏関数は微分不能な

特異点を持たない滑らかな曲面となる．なお，

0.1En とした場合には，式(6)に示した関口・太田

による弾塑性構成モデル（等方圧密状態であれば，

オリジナル Cam-Clay モデル）の降伏関数に帰着し，

5.1En とした場合には，降伏関数は楕円（等方圧

密状態であれば，修正 Cam-Clay モデル）に近い形

状となる．本研究では，実施したすべてのシミュレ

ーションにおいて 2.1En という値を採用した． 

 

(2) 過圧密粘土に対する時間依存性挙動の検証 

 提案する拡張型の弾・粘塑性構成モデルでは，粘

図-5 先行効果を考慮した負荷判定法のフロー 
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塑性体積ひずみ vp

v が負になるような過圧密粘土に

対して，時間依存性を表現することが可能である．

そこで，過圧密粘土の時間依存性挙動を検証するた

め，三軸非排水せん断試験，三軸非排水クリープ試

験，三軸非排水リラクゼーション試験の要素シミュ

レーションを実施した．なお，解析は軸対称条件と

し，供試体は 1 要素の 1/4 モデル（H=10cm，φ=5cm

の供試体について対称性を考慮）とした．表-1 に，

シミュレーションに用いた材料パラメータの一覧を

示す．なお，下負荷面パラメータmは，解析結果と

実験結果のフィッティングにより設定するパラメー

タであるが，ここでは 0.10m と仮定して計算を行

った．また，応力状態が限界状態線（C.S.L）を超え

るよう，過圧密比（OCR）は 4.0 に設定している． 

 図-6 は，せん断速度を変化させた三軸非排水せん

断試験の要素シミュレーション結果である．この結

果より，せん断速度が速いほど強度が増加するせん

断速度依存性が確認できる． 

図-7 は，一定の偏差応力 q を与えた三軸非排水ク

リープ試験の要素シミュレーション結果である．こ

の結果より，与えた偏差応力 q が大きいほど，破壊

に達する時間が短くなるクリープ挙動が確認できる． 

図-8 は，非排水状態で所定の軸ひずみを与えて放

置した非排水三軸リラクゼーション試験の要素シミ

ュレーション結果である．この結果より，与える軸

ひずみ量が大きいほど，応力低下が速くなるリラク

ゼーション挙動が確認できる． 

以上のように，提案する拡張型の弾・粘塑性構成

モデルでは，従来の弾・粘塑性構成モデルでは計算

できなかった過圧密状態におけるせん断強度依存性

やクリープ挙動，リラクゼーション挙動などの時間

依存性を表現することが可能である． 

Critical state parameter : 1.200

Coefficient od dilatancy : 0.058

Compression index : 0.245

Irreversibility ratio :         *) 0.800

Effective poisson's ratio : 0.333

Initial void ratio : 1.800

Coefficient of earth pressure at rest : 0.650

Preconsolidation vertical pressure : kPa 98.10

Coefficient of secondary compression : 6.67E-03
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表-1 シミュレーションに用いた材料パラメータ一覧
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図-6 三軸非排水せん断試験の要素シミュレーション結果 

図-7 三軸非排水クリープ試験の要素シミュレーション結果 

(a) 有効応力経路 (b) 応力～ひずみ関係 (c) 相似比の変化 

(a) 有効応力経路 (b) ひずみ速度の経時変化 (c) 相似比の変化 
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(3) 先行効果（擬似過圧密効果）の検証 

 提案する拡張型の弾・粘塑性構成モデルでは，負

荷判定において先行効果（擬似過圧密効果）を考慮

していることが特徴である．そこで，二次圧密によ

る擬似過圧密効果を検証するため，K0状態で二次圧

密を進行させた後，定ひずみ圧密試験および三軸非

排水せん断試験による載荷や除荷を行う要素シミュ

レーションを実施した．なお，計算に用いた材料パ

ラメータは先ほどと同様に表-1 に示す値であり，供

試体は 1 要素の 1/4 モデル，軸対称条件である． 

図-9 は，二次圧密（10 日，20，50 日）後に定ひ

ずみ圧密試験による載荷を行った要素シミュレーシ

ョン結果である．二次圧密中に減少した粘性曲面の

相似比 R は，図-9(c)に示すように定ひずみ載荷時に

下負荷面の相似比 R に置換され，図-9(a)の e-log σv’

関係は過圧密挙動を示している．また，圧密時間が

長くなるほど擬似過圧密比が大きくなる傾向が確認

できる． 

図-10 は，二次圧密後に三軸非排水せん断試験に

よる載荷を行った要素シミュレーション結果である．

この解析結果を見ると，定ひずみ圧密試験と同様に

圧密期間が長いほど擬似過圧密化が進行し，せん断
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図-8 三軸非排水リラクゼーション試験の要素シミュレーション結果 

図-9 二次圧密後の定ひずみ圧密試験の要素シミュレーション結果 

図-10 二次圧密後の三軸非排水せん断試験の要素シミュレーション結果 

(a) 有効応力経路 (b) 偏差応力の経時変化 (c) 相似比の変化 

(a) e-logσv’関係 (b) 体積ひずみの経時変化 (c) 相似比の変化 

(a) 有効応力経路 (b) 応力～ひずみ関係 (c) 相似比の変化 
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強度が増加する傾向が確認できる． 

図-11 は，K0 圧密試験（1 次元圧密）の要素シミ

ュレーション結果である．この解析では，供試体に

圧密荷重 250kPa を瞬時載荷した後，経過時間 ut で

200kPa 除荷を行い，除荷後の圧密挙動を計算してい

る．この結果を見ると，二次圧密が進行した状態か

ら除荷した場合には擬似過圧密効果により，除荷後

の二次圧密の発生量が減少する傾向が確認できる． 

以上のように，提案する拡張型の弾・粘塑性構成

モデルでは，二次圧密による先行効果（擬似過圧密

効果）を連続的に表現することが可能である． 

 

 

6. 既存の試験結果の再現シミュレーション 

 

先に述べた検証結果より，提案する拡張型の弾・

粘塑性構成モデルは，過圧密状態から正規状態まで

の時間依存性挙動を統一的かつ連続的に表現可能で

あることがわかった．ここでは，時間依存性挙動に

関する既往の室内試験結果に対して，要素シミュレ

ーションによる再現解析を実施することで，本構成

モデルの適用性，有効性について検討を行った． 

 

(1) 粘土の非排水せん断挙動の再現 

中野ら 23) が実施した三軸非排水せん断試験に対

して，拡張型の弾・粘塑性構成モデルを用いた再現

シミュレーションを試みた．この試験では，大阪湾

内の堆積粘土（Ma12）の不撹乱試料に対して，等方

圧 490kPa（NC：正規状態），98kPa（OC：過圧密状

態）の下で三軸非排水せん断を行っている．表-2に，

シミュレーションに用いた大阪湾粘土の材料パラメ

ータを示す．これらの材料パラメータは，中野ら 23) 

が実施した上負荷面モデルを用いたシミュレーショ

ンを参考に設定している． 

図-12 は，大阪湾粘土の三軸非排水せん断試験結

果とシミュレーション結果の比較である．この結果

を見ると，シミュレーション結果は実験結果の傾向

をほぼ再現できていると考えられる．特に，図-12(a)

に示す過圧密状態の試験結果の有効応力経路は， 限

界状態線（C.S.L）を超えて硬化し，ピーク後に軟化
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図-11 除荷後の 1 次元圧密試験の要素シミュレーション結果 

(a) 体積ひずみの経時変化 (b) 過剰間隙水圧の経時変化 (c) 相似比の変化 

表-2 各種室内試験の再現シミュレーションに用いた材料パラメータ一覧 
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する「巻き返し」の特徴を示しているが，このよう

な特徴をシミュレーションでもほぼ再現できており，

提案する拡張型の弾・粘塑性構成モデルの適用性，

有効性が確認できる． 

 

(2) 二次圧密による強度増加の再現 

 二次圧密後のせん断強度特性については，古くか

ら数多くの実験や研究 24), 25), 26) が行われているが，

ここでは，三田地・藤原 27) が実施した三軸非排水せ

ん断試験に対して，要素シミュレーションによる再

現を試みた．この試験では，北海道勇払郡早来町で

採取した自然粘土（早来粘土）の練り返し試料を K0

条件で長期間圧密（ 600'v kPa，圧密時間 ST 8

～120 日）した後，三軸非排水せん断を行っている．

表-2 に，シミュレーションに用いた早来粘土の材料

パラメータを示す．これらの材料パラメータは，早

来粘土の物性値を参考に設定している． 

図-13 は，三軸非排水せん断試験結果と要素シミ

ュレーション結果の比較である．この結果を見ると，

圧密時間 ST の増大に伴いせん断強度が増加する試

験結果の傾向を，シミュレーションでも再現できて

いることが確認できる． 

(3) サーチャージ除去後の二次圧密挙動の再現 

 拡張型の弾・粘塑性構成モデルは，除荷後の二次

圧密について定量的に評価できることから，軟弱地

盤対策として実施されるサーチャージ工法の長期沈

下予測への適用が考えられる．そこで，白子ら 28) が

実施したサーチャージ工法を想定した室内圧密試験

に対して，要素シミュレーションによる再現を試み

た．この試験では，神奈川県平塚市で採取した有機

質粘土試料（平塚粘土）と，伊勢原市で採取した泥

炭試料（伊勢原泥炭）を圧密応力 '0 で予備圧密し，

盛土圧力 'E とサーチャージ 'S を瞬時載荷した後，

経過時間60minでサーチャージ 'S を除荷している．

表-2 に，要素シミュレーションに用いた平塚粘土と

伊勢原泥炭の材料パラメータを示す．なお，実際の

試験では 1 週間の予備圧密期間を設けていることか

ら，試験開始時（サーチャージ載荷時）は二次圧密

による擬似過圧密状態であると仮定し，材料パラメ

ータを設定している． 

図-14(a)は，平塚粘土の圧密試験結果と要素シミ

ュレーション結果の比較である．シミュレーション

結果は，サーチャージ 'S が大きいほど除荷後の圧

密量が低減される試験結果を精度良く再現できてい
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図-13 早来粘土の三軸非排水せん断試験結果 27) と要素シミュレーション結果の比較 

図-12 大阪湾粘土（Ma12）の三軸非排水せん断試験結果 23) と要素シミュレーション結果の比較 

(a) 有効応力経路 (b) 応力～ひずみ関係 

(a) 有効応力経路 (b) 応力～ひずみ関係 
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る．また，図-14(b)は伊勢原泥炭の圧密試験結果と

要素シミュレーション結果の比較であるが，こちら

の結果も試験結果を精度良く再現できていることか

ら，提案する拡張型の弾・粘塑性構成モデルが，含

水比が高く二次圧密量が大きい泥炭に対しても適用

可能であることがわかる． 

 

(4) 軟岩の時間依存性挙動の再現 

 軟岩は，一般的に土と硬岩の中間的な力学挙動を

呈する材料として定義されるが，ひずみ軟化やダイ

レイタンシー特性，時間依存性といった粘土と同様

の特性を有する材料であることから，超過圧密粘土

と等価な材料として取り扱うことで，拡張型の弾・

粘塑性構成モデルの適用が可能であると考えられる．

ここでは，足立ら 29) が実施した戸室石の三軸排水ク

リープ試験，三軸排水せん断試験に対して，要素シ

ミュレーションを試みた．表-2 に，シミュレーショ

ンに用いた戸室石の材料パラメータを示す．これら

の材料パラメータは，戸室石の物性値および試験結

果とのフィッティングにより設定している． 

 図-15(a)は，戸室石の三軸排水クリープ試験結果

と要素シミュレーション結果の比較である．ひずみ

速度が徐々に減少する遷移過程から，ひずみ速度が

急激に増大し破壊に至る試験結果を，シミュレーシ

ョンで精度良く再現できていることがわかる．また，

図-15(b)は三軸排水せん断試験結果と要素シミュレ

ーション結果の比較である．こちらのシミュレーシ

ョン結果についても，ひずみ軟化やせん断速度依存

性を示す試験結果を精度良く再現できており，提案

する拡張型の弾・粘塑性構成モデルが，軟岩材料に

対しても十分適用可能であることがわかる． 

 

 

7. おわりに 

 

本研究では，飯塚・太田が提案する塑性論的粘塑

性論を基に，Sekiguchi and Ohta による弾・粘塑性構

成モデルを拡張し， Hashiguchi による下負荷面モデ

ルを適用することで，過圧密領域における時間依存

性挙動を表現できる拡張型の弾・粘塑性構成モデル

を提案した．また，先行効果（擬似過圧密効果）を

考慮した負荷判定法を提案し，土／水連成有限要素

解析プログラム“DACSAR”に適用した． 

提案した拡張型の弾・粘塑性構成モデルは，過圧
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図-15 戸室石（軟岩）の三軸排水試験結果 29) と要素シミュレーション結果の比較 

図-14 サーチャージ除荷後の圧密試験結果 28) と要素シミュレーション結果の比較 

(a) 三軸排水クリープ試験のひずみ速度経時変化 (b) 三軸排水せん断試験の応力～ひずみ関係 

(a) 平塚粘土の体積ひずみ経時変化 (b) 伊勢原泥炭の体積ひずみ経時変化 
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密状態における時間依存性挙動（せん断速度依存性，

クリープ挙動，リラクゼーション挙動）や，二次圧

密による先行効果（擬似過圧密効果）を統一的に表

現可能であることが，要素シミュレーションによる

検証結果から確認された．また，既往の室内試験の

再現シミュレーションを実施した結果，粘土や泥炭，

軟岩の時間依存性挙動を精度良く再現できており，

本構成モデルの適用性，有効性についても確認でき

た．なお，提案した弾・粘塑性構成モデルは，連続

的な負荷・除荷を伴う時間依存性効果を表現できる

ため，サーシャージ工法等による複雑な履歴を受け

る軟弱地盤の長期沈下予測に効果的であると考えら

れる．また，本構成モデルに時間経過に伴う骨格構

造の変化（セメンテーション効果等）も考慮すれば，

粘土が軟岩へと変化する超長期的な地盤形成シミュ

レーションへの適用も期待できる． 
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EXTENSION OF THE ELASTO-VISCOPLASTIC MODEL IN CONSIDERATION 
OF THE PC-EFFECT BY SECONDARY CONSOLIDATION 

 
Masafumi HIRATA, Atsushi IIZUKA and Hideki OHTA 

 
In order to express time dependence actions, such as secondary consolidation, creep, and strain rate 

dependence, much elasto-viscoplastic constitutive models are proposed until now. However, in these 
constitutive models based on a viscoplasticity theory, the time dependence action from an 
overconsolidation domain to a normal consolidation domain cannot be expressed continuously. Moreover, 
Pc-effect by secondary consolidation cannot be evaluated quantitatively, either. 

In this paper, the elasto-viscoplastic model in consideration of Pc-effect by secondary consolidation is 
proposed. Moreover, the simulations of shear test and consolidation test were carried out and the validity 
and applicability of this constitutive model were examined. 
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